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新しい支援の形を考える― 高齢者の在宅支援に特化した A 機関が
対応した 142 の事例を通して
Towards establishing new care services for users
 北山裕子
 KITAYAMA Yuko
要旨　本稿は、今後、わが国の医療ならびに社会福祉の支援のあり方を考える上で、その
一つとして、どのような形が求められ、必要とされているのかを、実証的に検証すること
を課題とする。そのための出発点となるものである。まず、第一歩として、2004（平成
16）年度、高齢者の在宅支援に特化した相談機関であるA機関（以降、A機関）が対応
した 142 の事例を取り上げる。
　本稿の構成は次の通りである。先ず、１章１節では、A機関の活動内容に関して述べる。
１章２節では、142 の事例を６つの家族類型に分け考察を行う。１章３節では、142 の事
例の生活状況の確認を行う。１章４節では、142 の事例を相談内容にしたがって３つの項
目に分け、支援の必要性の有無について検証する。１章５節では、支援を必要としている
97 の事例を取り上げ、家族類型ごとに相談内容の分類を行う。
はじめに
　2000（平成 12）年に介護保険制度が開始され、福祉サービスが措置方式から保険方式
に転換した。それにより、福祉サービスを利用するということが国から「施される」もの
ではなく国民の権利であり、サービス利用者が自らサービスを選択し、住み慣れた家、地
域で利用することが可能となる基盤ができ上がりつつあると報告されている1)。『厚生労
働白書（平成 18 年度版）』においても、施設福祉サービスから在宅福祉サービスへの転換
を高齢者支援の大きな柱として位置づけられている2)。また、各地方自治体の中で特色あ
るサービスが次々と生まれており、これらの動きを研究対象とする報告もある3)。特定の
相談機関（A 機関）を取り上げ、その地域で行なわれている高齢者支援ならびに具体的
事例を研究対象とする本稿も、これらの研究動向のなかに置かれている。ただし、本稿は、
ある限られた地域の在宅支援の実態を検証し、そこから具体的な示唆を得ることだけを目
的としているのではない。ここでの最終的目標は、A 機関が置かれている地域の在宅高
齢者支援を取り上げつつも、並行してわが国の高齢者政策が抱えている課題そして現代の
社会状況の中で人々が必要としている在宅支援のあり方を検討することである。
　従来、高齢者本人ならびに介護者（主としてその家族）への支援に関する研究は、家族
扶養の観点、福祉サービスの導入の重要性、そして、介護する側の苦悩を主たる研究テー
マとして取り上げられる傾向が強い4)。しかし、近年、家族の扶養意識、身体面を中心と
した福祉サービスの導入、そして、介護問題だけに止まらず、高齢期にある者、その家族
に対する支援のあり方を広くとらえ直す動きがある5)。昨今のケアをめぐる議論の高まり
もその表れの一つであるように思われる。広井良典はケアという言葉の持つ意味は大きく
252
人文社会科学研究　第 21 号
３つに分けることができるとする。まず広義の意味である「気遣い、配慮」、中間的な意
味である「世話」、そして狭義の意味である医療、福祉または心理といった分野に特化さ
れた意味である6)。そして、実質上、ケアということが論じられる際、①臨床的（技術的
レベル）、②制度（政策的レベル）、③哲学（思想的レベル）の場面が多いが、①、②、③
のいずれも互いに深いところで関連し合っており、一つだけを切り離して考えることは不
可能であると言う7)。広井によれば究極的に人間は「ケアへの欲求」を持っており、この
中には「ケアされたい欲求」、自分の存在を誰かに認めてもらいたい、受容されたい欲求
がある。また、人間はどのようなことがあっても自分はケアされているという絶対的確信
といったものを得たいという深い欲求をもっていると述べている8)。
　地域でターミナルケアを支える取り組みを行っている医師の山崎章郎によると、ホスピ
スケアとはがん患者だけではなく人生の困難に直面している全ての人々に必要な、いわば
ケアと名のつく全てのものの基本となる普遍的なケアのあり方である。山崎は、ケアの根
源的意味とは生きる意味を喪失し、自分の力だけではどうにもできない問題に直面し、そ
こで苦闘し、苦悩し、追い詰められ、もはや生きる意味が見出せないと嘆いている全ての
人たちに対して行われるものとする9)。
　三井さよは、他者の「生」を支えようとする働きかけの総称を「ケア」と定義づけてい
るが、ケアの難しさの一つとして、ある人の「生」は、その人の身体的・経済的状況、生
活のあり方、それへの意味づけの仕方などが渾然一体となって形成しているものであり、
その人固有のものである。たとえよく似た人々であったとしても、同じ「生」はありえな
いと言う10)。
　以上のような、人間の身体面だけを取り上げるのではなく、心理的側面、人生観ならび
に死生観等も含めた全人的な対応を重視する「ケア」の視点は、福祉サービスの導入や日
常生活動作への働きかけに特化される傾向が強かった高齢者支援のあり方を問い直す上で
不可欠なものであると考える。ここまでの議論を踏まえ、次に A 機関の具体的活動内容
について、「2004（平成 16）年度　A 機関実績報告書」に基づき報告を行う。
１．在宅支援を必要とする人々の生活状況の分析―142 の事例から
1.1　A機関の活動
　ここでは、A 機関の具体的支援内容について詳しく見ることにする。まず（表１-１）
には、A 機関が対応した相談件数、相談内容の分類、相談経路が詳細に示されており、
その他にも、X 票（相談者の生活実態に関する調査票）の作成、介護保険申請受付、介護
予防プラン、住宅改修プラン、福祉用具購入プラン、ケース（担当者）会議の件数も合わ
せて記載されている。相談件数としては圧倒的に「介護一般（1952 件）」が多く、「病院・
医療保険（1599 件）」「在宅支援サービス（1256 件）」「介護保険関係（1244 件）」と続い
ている。この表は「介護保険関係」の相談件数自体は全体の 13%に過ぎず、「病院・医療
保険」ならびに「在宅支援サービス」の相談件数を下回っていることを示しており、A
機関への相談は、介護保険に関する事項よりも介護保険以外の事項が多いことが分かる内
容となっている。その他、上記以外の相談内容としては、「その他（1012 件）」「在宅福祉サー
ビス（821 件）」「施設入所（523 件）」「家族・家庭関係（403 件）」「福祉用具（390 件）」「住
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宅改修（168 件）」「経済的事情（164 件）」「住宅関係（98 件）」「保健所関係（89 件）」「虐
待・権利侵害（33 件）」のように多岐にわたっている11)。このことは、A 機関の活動が介
護保険関連に止まらず他の分野に多く費やされていることの一端を示していると考える。
　相談経路も電話相談、来所相談、職員の訪問面接等のように数種類に分かれており、一
つに限定されてはいない。それぞれ、A 機関の重要な業務ではあるが、特に「X 票」の
作成は相談者の生活状況を知る上で欠かすことができないものである12)。一般的に高齢者
支援の具体的な展開過程として、まず①インテーク（出会い）、②アセスメント（初期評価）、
③プラン二ング（目標設定、支援プログラム作成）、④インターベンション（援助的関与）、
⑤モニタリング（中間評価）、⑥エバリュエーション（終結）の段階を経ながら進む13)。
A 機関の X 票は②のアセスメントに該当すると言えよう。
　X 票は①「相談者の基本事項（生活の概要、経済状況、利用しているサービス）」、②「家
族状況（家族構成、介護者の状況）」、③「生活状況（ADL の状況）」、④「健康管理状況」、
⑤「社会的活動（対人関係、生活習慣）」、⑥「住環境」、⑦「特記事項（各事例の課題）」
のように様々な角度から総合的に相談者（高齢者本人）の問題状況を把握することができ
（表１-１）2004 年度　「A 機関実績報告書」
相談内容
相談経路
計
・X 票作成
　（158 件）
・介護保険申請
　受付
　（183 件）
・介護予防プラン
　（11 件）
・住宅改修プラン
　（58 件）
・福祉用具購入
　プラン
　（101 件）
・ケース（担当者）
　会議回数
　（66 件）
電　話 来　所 訪　問 その他
1．介護一般   881   399   450 222 1,952
2．在宅福祉サービス   510    98   179  34   821
3．施設入所   346   106    48 523   523
（養護老人ホーム） ・ ・ ・ ・     （18）
（特別養護老人ホーム） ・ ・ ・ ・    （240）
（軽費・ケアハウス） ・ ・ ・ ・     （22）
（有料老人ホーム） ・ ・ ・ ・     （98）
（グループホーム） ・ ・ ・ ・     （36）
（老人保健施設） ・ ・ ・ ・     （86）
4．福祉用具   169   135    67  19   390
5．住宅改修    85    16    54  13   168
6．住宅関係    48    16    26   8    98
7．介護保険関係   682   281   217  64 1,244
8．在宅支援サービス   691   171   272 122 1,256
9．病院・医療保険   816   145   404 234 1,599
10．保健所関係    52    13    24   0    89
11．経済的事情    60    63    23  18   164
12．家族・家庭関係   235    84    51  33   403
13．虐待・権利侵害    17     5     7   4    33
14．その他   549   121   161 181 1,012
合　　計 5,141 1,653 1,983 975 9,752
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る内容となっている。これにより、顕在化されている問題だけではなく、状況の背後に隠
れている問題も把握できるように工夫されている。同時に、A 機関ではケースを担当す
る各相談員は定期的にケース（担当者）会議を実施し、支援が適切に行われているのか関
係者一同が互いに検証し合うこと、そして毎日、センター内でミーティングを開き各ケー
スの進捗状況や問題点を把握する努力が行われている。また（表１-１）には記載されて
はいないが、忘れてはならない A 機関の仕事の一つとして「困難事例への対応」が挙げ
られる。「困難事例への対応」に関しては、文字通り困難な事例への支援のことを指す。
困難事例の多くは「サービス拒否」「多い訴え・苦情」「家族関係問題」「多問題家族」「キー
パーソンの欠如」「高齢者虐待・放置」「介護者の理解不足」等を含んでいる14)。
　一方、在宅支援の現場で働く職員を取り巻く環境はどうなっているのであろうか。2004
年度、A 機関が対応した年間相談件数は 9,752 件であるが、この件数を３人の職員で対応
している。既述の通り、寄せられる相談内容は特定の分野に限定されてはおらず、「困難
事例」への対応を含め専門的知識と迅速な対応が求められる性質のものである。明らかに
相談件数に対し、職員の数が少ない状況にあると言えるのではないだろうか。このように
仕事の質と職員配置のバランスの悪さは、時には重大なミスへと繋がる恐れが指摘される
ところである15)。また、責任の重さならびに職業的専門性に対する就労環境の悪さも課題
として残る16)。続いて、A 機関が対応した 142 の事例から、在宅支援を必要とする人々の
生活実態について論じる。
1.2　６種類の家族類型
　ここでは 142 の事例を通し、在宅支援を必要とする人々（介護保険第１号被保険者及び
第２号被保険者）の生活実態、求められているサービス内容について家族類型ごとに検証
することを目的とする。その上で、それぞれの類型が抱える課題、問題点についても論じ
る。まず 142 の事例を内容ごとに６つの家族類型に分け、この分類を基に 142 の事例を項
目にしたがって分析する。
　（図１-１）は 142 の事例を家族類型ごとに分類したものである。それぞれの類型は①「高
齢独居世帯」、②「高齢者夫婦世帯」、③「親と子（成人未婚子）世帯」、④「親と子（成
人既婚子）世帯」、⑤「高齢者夫婦と子（成人未婚子）世帯」、⑥「その他の世帯」17)となっ
ている（以降、「独居」「高齢者夫婦」「親と子（成人未婚子）」「親と子（成人既婚子）」「高
齢者夫婦と子（成人未婚子）」「その他」とする）。
　（図１-１）が示す通り、家族類型は「その他」の類型 22 事例、15.5%を除き、数が多い
順に並べれば、①「独居」53 事例、37.3%、②「高齢者夫婦」32 事例、22.5%、③「親と
子（成人未婚子）」15 事例、10.6%ならびに「親と子（成人既婚子）」15 事例、10.6%、④「高
齢者夫婦と子（成人未婚子）」５事例、3.5%となる。この①から④の中で、最も多い形態
である「独居」と次に多い「高齢者夫婦」の２つを合わせると、全体の約 60％に相当する。
「親と子（成人未婚子）」と「親と子（成人既婚子）」18)については同数である。一方、子
が未婚か既婚かという点で捉えると、「親と子（成人未婚子）」と「高齢者夫婦と子（成人
未婚子）」は合わせると約 14.1%となり、「親と子（成人既婚子）」の約 11%を若干ではあ
るが上回っている。
　2005（平成 17）年度の国勢調査を基に 65 歳以上の者がどのような家族類型で生活をし
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ているかについて調べた「国勢調査結果にみる家族類型の変化」という調査報告があ
る19)。この報告書のなかで親、夫婦と子という典型的な３世代世帯で生活をする者の比率
は、1985（昭和 60）年の 36.0%から 2005（平成 17）年の 15.4%へと急減している。その
一方で「夫婦のみの世帯」あるいは「単独世帯」で生活をする高齢者の比率の変化が指摘
されている。1985 年から 2005 年までに、「夫婦のみの世帯」は 21.5%から 34.3%、「単独
世帯」は 9.9%から 16.0%へと上昇しており、2005 年の時点で「夫婦のみ世帯」と「単独
世帯」の家族類型は合わせると全体の５割弱を占めている。また「親と配偶者のいない子
の世帯（「夫婦と子供の世帯」及び「一人親と子供の世帯」）」の比率の上昇も見られる。
1985 年の時点で、これらの家族類型で生活している高齢者は全体の 13.1%であったが、
2005 年には 20.5%となっている。この結果を通し、この報告書では以前と比べ親、夫婦、
子という３世代世帯で暮らす高齢者の数よりも、「配偶者のいない子と同居する高齢者」
の方が多くなっているとしている20)。
　2005 年度の国勢調査の数字と比べて分かることは、A 機関が置かれている地域の特徴
は、①「独居」の割合が 37.3%となり、国政調査の 16.0%を大きく上回っていること、②「高
齢者夫婦」の割合は 22.5%となり、国勢調査の 34.3%よりも少なくなっていることが挙げ
られる。この地域において「高齢者夫婦」の割合が低いのにもかかわらず、「独居」と「高
齢者夫婦」の割合が全体の約６割を占めている理由に、この地区における「独居」の割合
の高さが指摘される。
　その他の特徴として国勢調査において「配偶者のいない子と同居する高齢者、20.5%」
が「配偶者がいる子と同居する高齢者（この場合は３世代世帯を指している）、15.4%」の
割合よりも多くなっている点に関しては、本稿の「親と子（成人既婚子）」は全てのケー
スが３世代世帯ではなく、子が独立した夫婦と老親のケースも含まれているため、厳密な
比較はできない。しかし、「親と子（成人未婚子）」と「高齢者夫婦と子（成人未婚子）」
の割合が 14.1%となり、「親と子（成人既婚子）」の 10.6%よりも多くなっている。この点
は国勢調査と同じ傾向を示していると言えよう。
（図１-１）　６種類の家族類型
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　次に、142 の事例を「男女比」「年齢分布」「介護度」「居住形態」の項目に分けて議論
を進める。
1.3　「男女比」「年齢分布」「介護度」「居住形態」から見た 142 の事例の生活状況
　ここでは、142 の事例を性別、年齢、介護度、居住形態の項目にしたがって調べ、内容
の確認を行う。
1.3.1　男女の比率について
　今回、研究対象となる 142 の事例の男女比は、男性 37 人（26%）、女性 105 人（74%）
となり、女性が圧倒的多数を占めている。
1.3.2　年齢分布について
　（図１-３）は 142 の事例の年齢分布を表している。この図が示している通り、75 歳以
（図１-３）　年齢分布
（図１-２）　男女比
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上の後期高齢者が占める割合が全体の約 83％に上り圧倒的多数となっている。年齢分布
の内訳では 80 歳代が最も多く 54.2%となり、全体の約半数に及んでいる。次いで 75 歳か
ら 79 歳の 16.9%、90 歳以上の 12%と続いている。
　70 歳以上という年齢で考えた場合、大半の者（全体の約 94％）がこれに該当する。（図
１-３）は 70 歳以上から増加し始め、80 歳代をピークに減少へと向かって行く状況を示
している。一方、70 歳未満は全体の約 6.3%となり、特に 65 歳未満（第二号被保険者数）
の者は全体の 4.2%に過ぎず、極めて少数であることが分かる。
1.3.3　介護度分布について21)
　（図１-４）は 142 の事例の介護度分布を示している。特徴的なのは、介護保険サービス
の利用が無いか、あるいは、サービス利用が低く抑えられている者（介護度無し、非該当、
要支援、介護度１）の割合が全体の約４割に及ぶ点である。介護２度以上（介護度２、３、
４、５）の割合は一定しており、ほぼ同じ割合となっている。また、介護保険申請中も高
い割合を示している。
　ここで一つ付け加えたいことは、「介護度なし」の状態がそのまま、介護サービスが必
要ではないことには結びつかない点である。介護保険制度は申請主義を取っている。その
ため、本来ならば介護サービスが必要な状態であっても、本人や周囲の者からの申し立て
が無いことでサービス提供が行われてはいないケースも存在する。直接、介護に携わらな
くても手続きの代行を含めて、情報の収集や生活環境の整備を行える人物の存在は極めて
重要である。このような人物の有無は、介護サービスの利用の上で大きな鍵となることが
多い。
（図１-４）　介護度分布
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1.3.4　居住形態について
　（図１-５）は、142 の事例の居住形態を示している。戸建に住んでいる者、約 12％に対
し、集合住宅（持ちビル、マンション、高齢者住宅、アパート、公営住宅等）で生活をし
ている者は全体の 77%と圧倒的多数を占めている。住居形態はマンションが最も多く、
次いで、自分で保有しているビルに住んでいる者、公営住宅等と続く。
　高齢者住宅、アパート、公営住宅にて家賃を払いながら生活をしている者は約 18%と
なる。ここにマンションの賃貸物件に住んでいる者を加えればもう少し割合は高くなるで
あろうが、数字的には少数である。
　地域で生活をする高齢者にとり住宅にまつわる問題は少なくない。特に高齢者住宅、ア
パート、賃貸マンションに住んでいる者にとっては深刻である。高齢者住宅は自立状態、
もしくは介護度が低い状態の高齢者の居住が前提になっており、加齢による心身能力の低
下が著しくなった際、退去しなくてはならない場合もある。実際、アパート、賃貸マンショ
ンは年齢を重ねるにつれて更新を拒否されたり、保証人が見つからず、住み続けられない
ことも多いと指摘されている22)。また、公営住宅に親子で生活をし、名義人が高齢な親の
場合は、仮に親が亡くなれば子は同じ所に住み続けることが難しい等の問題もある。早川
和男はホームヘルパーその他の在宅介護支援体制が充実し公的介護保険制度があっても、
介護する場としての「宅」がなければ、在宅介護は困難であり、総じて現在の高齢者福祉
施策は介護の場となる「宅」抜きに論じられていると言う23)。人が生きる上で基礎となる
住居に関する課題ついては今後さらに検証が必要であろう。
1.4　相談開始時に人々が訴える内容とは何であるのか
　ここでの目的は、A 機関において作成された X 票をもとに、在宅支援を必要としてい
る本人ならびにその家族が相談開始時に訴える内容、支援の必要性の有無等について検討
（図１-５）　居住形態
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することである。
　（図１-６）は、142 の事例の相談開始時の訴えを、その内容ごとに分類したものである。
　142 の事例は、相談開始時の訴え（主訴）の内容にしたがい、以下の３つの項目に分け
ることができる。まず、①「介護保険関連相談」のように介護保険に関する相談（介護保
険申請、介護保険制度説明、ケアマネジャーの紹介、介護保険認定調査の調整ならびに同
行等の介護保険に関連する内容全般）。②「介護保険外相談」のように介護保険の枠組み
の中では対応できない相談。③「入退・転院（所）相談」のように、医療機関や福祉施設
への入院（所）、退院（所）そして転院（所）に関する相談である24)。
　この３つの項目のなかで相談件数として最も多いものが②の「介護保険外相談（75 事
例）」52.8%、次いで、①の「介護保険関連相談（35 事例）」24.6%、そして③の「入退・
転院（所）相談（32 事例）」22.5%となっている。また、各相談のうち相談を受けた時点
で何らかの専門的支援（介入）が必要であると考えられる事例は、①に関しては、35 事
例中 19 事例（54.3%）、②に関しては、75 事例中 56 事例（74.7%）、③に関しては 32 事例
（図１-６）　「相談開始時の訴えの分類」
（図１-７）「①介護保険関連相談（35 事例）」
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中 22 事例（68.8%）となっている。全体で 142 事例のうち 97 事例（全体の 68.3%）が専
門的支援を必要とする状況である（図１-７）、（図１-８）、（図１-９）、（図１-10）。
　次に、「図１-６」の内容にしたがって家族類型ごとに分類を行った。それが（表１-２）
である。
（図１-８）「②介護保険外相談（75 事例）」
（図１-９）「③入退・転院（所）相談（32 事例）」
（図１-10）「合計（142 事例）」
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　「独居（53 事例）」では、①「介護保険関連相談（12 事例）」、②「介護保険外相談（29
事例）」、③「入退・転院（所）相談（12 事例）」となっている。そのうち、相談を受けた
時点で何らかの専門的支援を要すると考えられる事例は、①の内容で５事例、②の内容で
は 20 事例、③の内容では７事例であり、53 事例のうちで 32 事例（60.4%）となっている。
　「高齢者夫婦（32 事例）」では、①「介護保険関連相談（10 事例）」、②「介護保険外相
談（15 事例）」、③「入退・転院（所）相談（７事例）」となっている。そのうち、相談を
受けた時点で何らかの専門的支援を要すると考えられる事例は、①の内容で５事例、②の
内容では 11 事例、③の内容では５事例であり、32 事例のうちで 21 事例（65.6%）となっ
ている。
　「成人未婚子（15 事例）」では①「介護保険関連相談（３事例）」、②「介護保険外相談（10
事例）」、③「入退・転院（所）相談（２事例）」となっている。そのうち、相談を受けた
時点で何らかの専門的支援を要すると考えられる事例は、①の内容で２事例、②の内容で
は９事例、③の内容では２事例であり、15 事例のうちで 13 事例（86.7%）となっている。
　「成人既婚子（15 事例）」では①「介護保険関連相談（７事例）」、②「介護保険外相談（６
事例）」、③「入退・転院（所）相談（２事例）」となっている。そのうち、相談を受けた
時点で何らかの専門的支援を要すると考えられる事例は、①の内容で４事例、②の内容で
は５事例、③の内容では２事例であり、15 事例のうちで 11 事例（73.3%）となっている。
　「高齢者夫婦と未婚子（５事例）」では①「介護保険関連相談（１事例）」、②「介護保険
外相談（４事例）」、③「入退・転院（所）相談（０事例）」となっている。そのうち、相
談を受けた時点で何らかの専門的支援を要すると考えられる事例は、①の内容で１事例、
②の内容では３事例、③の内容では０事例であり、５事例のうちで４事例（80%）となっ
ている。
　「その他（22 事例）」では①「介護保険関連相談（２事例）」、②「介護保険外相談（11
事例）」、③「入退・転院（所）相談（９事例）」となっている。そのうち、相談を受けた
（表１-２）
相談の主訴 独居
高齢者
夫婦
成人
未婚子
成人
既婚子
高齢者夫婦と
未婚子
その他 計
①介護保険関連相談
　（支援が必要である事例）
12
  （5）
10
  （5）
 3
  （2）
 7
  （4）
 1
  （1）
 2
  （2）
35 事例
（19）
②介護保険関連外相談
　（支援が必要である事例）
29
（20）
15
（11）
10
  （9）
 6
  （5）
 4
  （3）
11
  （8）
75 事例
（56）
③入退・転院（所）相談
　（支援が必要である事例）
12
  （7）
 7
  （5）
 2
  （2）
 2
  （2）
 0
  （0）
 9
  （6）
32 事例
（22）
支援が必要である事例
　⇒合計
53
（32）
32
（21）
15
（13）
15
（11）
 5
  （4）
22
（16）
142 事例
（97）
（支援が必要である事例の割合） 60.4% 65.6% 86.7% 73.3% 80% 72.7% 計 68.3%
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時点で何らかの専門的支援を要すると考えられる事例は、①の内容で２事例、②の内容で
は８事例、③の内容では６事例であり、22 事例のうちで 16 事例（72.7%）となっている。
　ここで、「この時点で何らかの専門的支援（介入）が必要である」もしくは「必要では
ない」の判断、線引きはどこにあるのかという疑問が発生する。この点について説明を加
えたい。まず、筆者は支援の必要の是非を決める際の重要な基準の一つとして、まず、こ
の状態が継続するならば、相談者の生命の危機へとつながる可能性が否定できないこと。
ついで、自傷他害が生じる恐れがあること。この２点を挙げる。同時に、ここで注意した
いことがある。それは、相談が寄せられた時点では、「何らかの専門的支援（介入）は必
要ない」と判断された事例が、後日、相談者の生命の危機に結び付くものであったことが
判明したという点についてである。筆者はこのような事態が生じる要因として以下の２点
を挙げたい。
　前節の「A 機関の活動」の箇所でも触れたが、第一に、相談件数に対し職員の数が充
分ではない。その結果、職員がじっくりと丁寧に相談内容に向き合うこと、相談者の抱え
ている問題を検証し、課題の整理を行う時間が取れない等の構造的問題。第二に、寄せら
れる相談の質に基づくものである。X 票から指摘できることは、A 機関には他の機関で
支援が難しい、いわゆる「困難事例」と呼ばれる相談が少なくないことがある。一般的に
「困難事例」は通常の相談に比べると、結果が見えづらく、時間、労力、根気が必要とさ
れると言われている25)。また、問題が重層化しており、支援が開始された当初は顕在化さ
れていた問題状況の背後にある潜在化された問題に相談員が気づかなかったというケース
も指摘されるところである26)。
　以上の点を踏まえながら、専門的支援を必要とする 97 の事例が抱えている課題につい
て考察する。
1.5　支援を必要とする 97 の事例の相談内容の分類
　ここでの目的は、専門的支援を必要としている本人ならびにその家族が抱えている問題
を明らかにすることである。
1.5.1　97 の事例は何を求めているのか
　（図１-11）は支援が必要であると考えられる 97 事例を相談の内容ごとに分類したもの
である。
　97 の事例は相談内容ごとに、以下の６つの項目に分けられる。まず、A「心の領域」（精
神および心理問題等）、B「多問題」27)、C の「身体関連」のように文字通り、身体問題に
関する相談、D「住・法・経」のように住宅、法律、経済に関連するもの、そして、E の「虐
待」28)ならびに F の「緊急」29) である。この６つの項目のなかで相談件数として最も多い
のは、A の「心の領域（46 事例）」47.4%、そして B の「多問題（36 事例）」37.1%となり、
両者をあわせると 82 事例（84.5%）にも上る。
　ここで、筆者は A に関する事項を「精神・心理的事項」とはせず「心（こころ）の領域」
という用語を使っている。その理由として、筆者は各相談内容の分析を行う過程でどうし
ても精神医学、精神病理学ならびに臨床心理学等の枠組みの中には収まりきれない他の要
素（人間の感情、気持ちの動き等）があると考えるようになったことが大きい。そのため、
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これらをそのまま「精神・心理的事項」という単語に置き換えることに違和感を覚えたこ
とによる。広井良典は人間というものを考える上で、狭い意味での心理学ではなく、自然
科学諸分野に還元できない人間の意識や心理の領域、哲学や人類学等も含む幅広い「心理
モデル」の必要性を説いている30)。本文で用いる「心の領域」も広井が「心理モデル」と
して述べている概念に近いものであると考える。この点も踏まえながら、97 の事例の検
証を続ける。
1.5.2　97 の事例の相談内容の詳細―６つの家族類型ごとに
　（図１-12）から（図１-17）は各家族類型の相談内容の詳細である。各図は（図１-11）
の「A、心の領域」「B、多問題」「C、身体関連」、「D、住・法・経」「E、虐待」「F、緊急」
の分類形式に則って作成されている。
　97 の事例を検証した結果、支援を求めている人々のニーズが様々な分野に及んでいる
ことが明らかになった。特に、全ての家族類型において「心の領域」ならびに「多問題」
に関する相談内容の多さが際立っている。
　内容を詳しく見ると、（図１-12）の「独居」では、A の「心の領域」53.1%、次いで B
の「多問題」が 28.1%となっている。この２つを合わせると、全体の約８割を占め、D の
「住・法・経」、C の「身体関連」へと続く。
　（図１-13）の「高齢者夫婦」では、A の「心の領域」が 61.9%となり、B の「多問題」
が 28.6%となっている。この２つを合わせると、全体の約９割を占める。
　（図１-14）の「成人未婚子」では、A の「心の領域」が 61.5%、B の「多問題」が
30.8%となっている。この２つを合わせると、全体の約９割以上を占める。この類型では、
１事例ではあるが、「虐待」に関する相談も寄せられている。
（図１-11）支援を必要とする 97 事例の相談内容の分類
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　（図１-15）の「成人既婚子」では、A の「心の領域」が 63.6%、B の「多問題」が
36.4%となっている。この類型では、A と B の項目以外の相談は寄せられてはいない。
　（図１-15）の「高齢者夫婦と子（成人未婚子）」では、相談件数自体は少ないものの、
相談の 75%が B の「多問題」に該当する。残りの１件は D の「住・法・経」となっている。
　（図１-16）の「その他」では、B の「多問題」に関する相談が 62.5%となり、６つ類型
（図１-12）「独居」32 事例
（A：17 事例、B：９事例、C：２事例、D：３事例、E：１事例、F：０事例）
（図１-13）「高齢者夫婦」21 事例
（A：13 事例、B：６事例、C：１事例、D：１事例、E：０事例、F：０事例）
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の中で最も高い割合となっている。また、「その他」においては、他の類型に比べて、C
の「身体関連」に関する相談が 18.75%となっているのも特徴的である。１件だが F の「緊
急」事項に該当する相談も寄せられている。
　以上、支援が必要であると考えられる 97 の事例の相談内容の詳細を、その家族類型ご
とに調べた。その結果、家族類型よって若干の違いはあったものの、ほぼ全ての類型にお
いて、A の「心の領域」ならびに B の「多問題」に関する相談が抜きんでて多いことが
（図１-14）「成人未婚子」13 事例
（A：８事例、B：４事例、C：０事例、D：０事例、E：１事例、F：０事例）
（図１-15）　「成人既婚子」11 事例
（A：７事例、B：４事例、C：０事例、D：０事例、E：０事例、F：０事例）
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分かった。これからも引き続き検討が必要である。
　本稿では、A 機関が対応した 142 の事例を集計し、内容の考察を行った。今後は、在
宅支援を必要とする相談者の置かれている実情について、事例を用い検証を続けて行きた
いと考えている。同時に ,「心の領域」ならびに「多問題」の具体的中身についても言及し
ていきたい。
（図１-16）　「高齢者夫婦と子（成人未婚子）」４事例
（A：０事例、B：３事例、C：０事例、D：１事例、E：０事例、F：０事例）
（図１-17）　「その他」16 事例
（A：１事例、B：10 事例、C：３事例、D：０事例、E：１事例、F：１事例）
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おわりに
　今回、142 の相談事例を通して実感したことは、求められる在宅支援の内容の多様さで
あった。表向きは、福祉サービスの利用を求めての相談であったものが、実は、その背後
に様々な課題が隠れているケースが散見された。在宅支援とは、文字通り在宅で生活をす
る人々の生活を支えることである。筆者は人の生を支えることは、必然的に人間の「生」
のあらゆる側面、整理がつかず、解決に時間を有する様々な課題をも含むのだと捉えてい
る。生きるということは、目に見える面だけではない。目には見えないが、その人生を形
作り、方向づけ、動かす軸となる部分がある。例えば、「心の領域」に属する相談内容は
まさしくそれであり、見方によっては「多問題」事例も当てはまると言えるのではないか
と考える。
　これからの在宅支援には、人が生きる上で基本となる「食べる」「寝る」「排泄する」と
いった日常生活動作への支援だけではなく、今まであまり重視されてこなかったように見
える人間の精神・心理面（「心の領域」）への対応を組み込んでいくことが不可欠であるの
ではないのだろうか。しかし、それには、そこで働く者の生活を保証し、これを守ること、
そのための枠組みを作ることを並行して行わなくてはならない。
　本稿では、2004 年度、A 機関が対応した年間相談件数は 9,752 件であり、この件数を３
人の職員で対応していることを紹介した。寄せられる相談内容も特定の分野に限定されて
はおらず、専門的知識と迅速な対応が求められる性質のものであった。そこには、経済問
題、精神疾患を抱えサービスを拒否する者への調整、虐待、若年性認知症の問題、在宅で
終末期を過ごす者への精神面へのケア等、様々な事例が存在した。在宅支援の現場には、
A 機関職員を始めとし、社会福祉協議会職員、介護支援専門員、訪問介護員等、様々な
職種が存在する。しかし、この種の仕事に従事している者の中には、仕事上の責任の重さ
に比べて就労環境が整っていない在宅支援の現場を離れ、雇用条件の良い別の職種へと移
るケースも少なくないと聞く。在宅支援の現場において、支援の質の向上を求めるのであ
れば、そこで働く者達の就労環境の整備は急務である。
　現在、在宅支援の領域において、人々が期待する支援内容の水準と達成可能な水準との
間に乖離が生じている。本来ならば、在宅支援の最終的目標の一つに掲げられであろう個々
の人間の Quality of Life（人生の質）の充実強化は喜ばしいことである。しかし、具体的
にどうすれば、これら「全人的」対応を在宅支援の場において実践して行くことが可能と
なるのか、真剣に考えなければならない時にきている。
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